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CDPは2000年に設立された国際的な環境非営利組織であり、「人々と地球にとって、健全で

豊かな経済を保つ」ことを目的に活動しています。

CDPの活動概要

その目的の達成に向けて、CDPは投資家、企業、自治体、政府に対して働きかけ、それぞれの環

境インパクトに関する情報開示を促しています。

CDPの情報開示システムは世界経済における環境報告のグローバルスタンダードとなってお

り、企業や自治体の環境インパクトに関する世界最大のデータセットを保有しています。

世界中の投資家、購買企業、政策決定者は、CDPに集められた情報を活用し、データに基づい

た意思決定を行っています。
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2050年までのネットゼロ及びネイチャーポジティブな世界の実現に貢献し、今後数年間での速

やかな行動の実施、そして実現すべき世界への移行を促していきます。



CDPの活動拠点
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 CDPは国際機関であり、地域オフィスと地域パートナーは50か国に存在します。



情報開示の重要性
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You can’t manage what you don’t measure.
測定していないものは管理できない

Disclosure Insight Action

情報を開示する 知見を得る 行動に移す



CDPの情報開示システム
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要請者 プラットフォーム提供者 回答者

機関投資家

サプライチェーン
メンバー (購買企業)

 環境データ受け渡しのプラットフォームの運営

 環境に関する3つの質問書（気候変動・水セ
キュリティ・フォレスト）を作成

 質問書への回答を基にスコアリング（A～D-）

回答要請を
受けた企業

自主的に
回答する企業

① CDP質問書を通じた情報開示を要請

② CDP質問書に回答し情報開示

※ 回答事務手数料についてはこちらを参照（リンク）

https://www.cdp.net/en/info/admin-fee-faq
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CDPの情報開示システム（要請者）

機関投資家

サプライチェーン
メンバー (購買企業)

投資運用額110兆ドル超、590を超
える投資家がCDPを通じた情報開示
を要請

購買力5.5兆ドルを超える200以上
のサプライチェーンメンバーがCDPを
通じた情報開示を要請

※ 2021年時の値
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日本の署名投資家（20機関）

MS&ADインシュアランスグループホールディングス

SOMPOホールディングス

住友生命

大和証券グループ本社

東京海上アセットマネジメント

東京海上日動火災保険

日興アセットマネジメント

ニッセイアセットマネジメント

日本政策投資銀行

農林中央金庫

日本の署名投資家（17機関）

野村ホールディングス

富国生命投資顧問

みずほフィナンシャルグループ

三井住友DSアセットマネジメント

三井住友トラストアセットマネジメント

三井住友フィナンシャルグループ

三菱UFJ信託銀行

三菱UFJフィナンシャル・グループ

明治安田生命保険

りそなアセットマネジメント

世界の署名投資家のリスト（リンク）

2021年 日本の署名投資家 (20機関)

CDPの情報開示システム（投資家）

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/004/212/original/Investor-Signatories-2021.pdf


CDPの情報開示システム（サプライチェーンメンバー）
2019年は125社、2020年は155社以上、2021年は200社以上に拡大



CDPの情報開示システム（サプライチェーンメンバー）
2019年は125社、2020年は155社以上、2021年は200社以上に拡大

日本企業

• 味の素

• 本田技研工業

• 富士通

• 花王

• 日産

• トヨタ

• 日本たばこ産業 (JT)

• NEC

• 積水化学

• 横浜ゴム

• NTTデータ

• 野村総研 (NRI)

• 環境省



CDPの情報開示システム（推奨される開示先）
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SBTの要件 version 1.5 (リンク)

RE100ガイダンス (リンク)

国連 Race to Zeroガイダンス (リンク)

file:///C:/Users/takuya.harada.CORPCDP/AppData/Local/Temp/SBTi-criteria.pdf
https://www.there100.org/technical-guidance
https://racetozero.unfccc.int/wp-content/uploads/2021/04/Race-to-Zero-EPRG-Criteria-Interpretation-Guide-2.pdf
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CDPの情報開示システム（回答者）
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投資家要請 顧客要請 自主回答

 主要なインデックスを基に
選定。日本ではTOPIX500

が選定の基本となる

 環境への影響/リスクの高さ
も対象選定で考慮される

 CDPサプライチェーン (リ
ンク) を通じた要請

 サプライチェーンメンバー
(CDPサプライチェーンを活
用している購買企業)が対象
とする企業 (自社サプライ
ヤー)を選定

 投資家要請及び顧客要請も
受けていない企業も自主的
に回答が可能

 自主回答を希望される企業
様は、自社がまだ回答して
いないことをご確認の上、
CDP (Japan@cdp.net) まで
お問い合わせください

御社がすでに回答しているか否かは、こちらで社名を英語で検索していただくことで調べられます。すでに回答している場合には、回
答のスコアが出ます。回答要請が来ているけれども回答していない場合にはFがつき、回答要請がなく、回答していない場合には検索
結果なしとなります。

https://japan.cdp.net/program
mailto:Japan@cdp.net
https://www.cdp.net/en/responses?utf8=%E2%9C%93&queries%5Bname%5D=


CDPの情報開示システム（回答者）
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ヤー)を選定

 投資家要請及び顧客要請も
受けていない企業も自主的
に回答が可能

 自主回答を希望される企業
様は、自社がまだ回答して
いないことをご確認の上、
CDP (Japan@cdp.net) まで
お問い合わせください

御社がすでに回答しているか否かは、こちらで社名を英語で検索していただくことで調べられます。すでに回答している場合には、回
答のスコアが出ます。回答要請が来ているけれども回答していない場合にはFがつき、回答要請がなく、回答していない場合には検索
結果なしとなります。

2022年、CDPは署名機関からの環境情報開
示要請（気候変動分野）の対象日本企業を、

東証プライム市場上場企業全社
（1841社）に拡大します

（詳細リンク）

https://japan.cdp.net/program
mailto:Japan@cdp.net
https://www.cdp.net/en/responses?utf8=%E2%9C%93&queries%5Bname%5D=
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/540/original/CDP2022%E5%AF%BE%E8%B1%A1%E4%BC%81%E6%A5%AD%E6%8B%A1%E5%A4%A7%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9_web_final.pdf


CDPの情報開示システム（回答企業数）
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気候変動

水セキュリティ

フォレスト

 100カ国以上の国から13,000社以上
の企業が回答

 その内日本企業は約900社

 世界の時価総額の64%を超える企業

をカバー
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CDPの情報開示システム（データの活用）

CDPの環境に関するデータは、金融市場、政策イニシアチブ、

その他さまざまなステークホルダーによって活用されています。
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◼「STOXX Global Climate Change Leaders Index」は、
市場参加者が入手可能なCDPの「Aリスト銘柄」に投資する初めて
のインデックス

◼低炭素経済の持続的成長に参加しつつ、長期的な気候リスクに対し
てオーダーメイドで透明性が高いソリューションを提供

◼フランスの大型株120銘柄で構成されるSBF120をユニバースとし、
その中から最もすぐれた「環境スコア」を有する40社を選定して、
新しいインデックス「Euronext CDP Environment 
France EW Decrement 5% (FRENV) index」をローンチ

◼「環境スコア」は、企業のCDPに対する年次情報開示の実績を平均

CPR Invest
Climate Action

◼気候リスク管理をリードする企業を投資対象とした、
マルチセクター・アプローチによるグローバル株式ファンド

◼運用会社は、CDPによる独自のスコアリングと、
自らのESGアプローチにより築き上げた幅広い専門知識を活用

◼パリ協定の目標を達成するため、国際的な行動を促す

Global Climate Change Leaders

CDP Environment France EW

CDPの情報開示システム（データの活用）
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金融商品名サステナビリ
ティ・リンク・
ローン

サステナビリティ・
リンク・ローン

サステナビリティ・
リンク・ローン

トランジション・リンク・ロー
ン

サステナビリティ・
リンク・デリバティ
ブ

資金調達者日本郵船 日本郵船 三越伊勢丹ホール
ディングス

川崎汽船 アシックス

契約締結日2019/11/29 2021/3/31 2021/1/29 2021/9/27 2021/7/21

主要金融機
関

三菱UFJ銀行 三井住友銀行 三井住友信託銀行 みずほ銀行(コ・アレン
ジャー：日本政策投資銀行、三
井住友信託銀行)

三井住友信託銀行

金額 500億円 600百万米ドル 50億円 約1100億円
年限 5年 5年 5年 5年
SPT CDPが公開する当社

の気候変動に係る
開示度スコアにお
いて、高評価を維
持すること

CDP気候変動スコアに
おいて、高評価(A ま
たは A-)を維持

CDP気候変動スコアに
ついてリーダーシッ
プレベル(A、A-)維持

①毎年のGHG総排出量
②資金調達全期間における毎年
のトンマイルあたりのCO2排出
量
③CDP評価のA-以上の維持

CDPの公表する
CDP2023サプライ
ヤー・エンゲージメ
ント評価におけるサ
プライヤー・エン
ゲージメント・リー
ダー・ボードに選出
されること

SPTと条件
の連動、経
済効果

CDP における高ラ
ンクが維持される
限りにおいては、
返済期限までCDP 
ランクに起因した
金利上昇はない。

CDP における高ラン
クが維持される限り
においては、返済期
限までCDP ランクに
起因した金利上昇は
ない。

SPTの達成に応じて貸
出条件が変動する。

「A-」を維持しても貸出金利は
変動しない。A を取得して初め
て金利が優遇される一方で、A-
未満となった場合にはスプレッ
ドが上乗せされる。

達成できない場合は、
追加的な為替レート
が適用。追加相当分
の資金を環境NGO等
に寄付する。

CDPの情報開示システム（データの活用）
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CDPの情報開示システム（質問書）
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質問書

CDPの質問書には、国際的に認知された環境に関する
報告フレームワーク・ベストプラクティスが統合されています

CDP質問書に繰り返し回答していくことで、ベストプラクティスの理解が深まる



CDPへの回答は、世界の動きを察知
し、将来あるべき姿を考察する上で
重要です。

不二製油グループ本社株式会社

代表取締役社長 最高経営責任者（CEO）

清水 洋史

CDPの設問は今やグローバルスタン
ダードです。この設問を満足できるよう
に自社の活動を再整理し、レベルアップ
することで、独りよがりの活動とならず
投資家等と効率的なコミュニケーション
に役立っています。

花王株式会社

代表取締役 社長執行役員

長谷部 佳宏

23

回答企業からの声
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CDPの情報開示システム（気候変動 質問書）

C15.

※ 2021年時点
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F0 イントロダクション 会社の概要、報告年、通貨、バウンダリ、開示コモディティ情報

F1現状 コモディティの生産／調達／消費／販売の方法・量、コモディティ生産地情報

F2手順 森林関連リスク評価・考慮される要素

F3 リスクと機会 森林関連リスク・機会

F4 ガバナンス 経営層の責任・監督、森林関連方針、森林減少／劣化防止の誓約

F5 事業戦略 事業計画／財務計画

F6対応
目標、トレーサビリティ、第三者認証、誓約、法令順守、サプライヤー／小規模
農家との協働

F7 第三者検証 森林関連データの第三者検証

F8障壁と課題 森林減少に対応する際の課題

F17サインオフ 回答承認者の情報

CDPの情報開示システム（フォレスト 質問書）

＜森林減少に関係する4つのコモディティ＞:

木材、パーム油、牛製品、大豆（＋天然ゴム、ココア、コーヒー）

※ 2021年時点
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W0 イントロダクション 会社の概要、報告年、通貨、バウンダリ

W1現状
水の依存度、水のアカウンティング（水のモニタリングの割合、取水量・排水量・消費
量の合計値、水ストレスの大きい水域での取水量、リサイクル・再生水の割合）、バリ
ューチェーンでの協働

W2事業影響 報告年における水による事業への影響、水規制違反により受けた罰則

W3手順 水リスクの評価方法の手順・考慮される要素

W4 リスクと機会 水リスクのある施設数・内容等、水関連リスクと対応、水によりもたらされる機会

W5施設レベルの水会計 水リスクのある施設レベルの水に関するデータ

W6ガバナンス 水関連方針、マネジメントの責任、政策への関与と整合

W7事業戦略 事業計画、設備投資費/操業費、シナリオ分析、ウォータープライシング

W8目標 水関連目標と達成に向けた進捗

W9第三者検証 水情報に関する外部検証

W10サインオフ 回答承認者の情報

CDPの情報開示システム（水セキュリティ 質問書）

※ 2021年時点



質問書で固有質問があるセクター
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石油
&

ガス

石炭 電力 輸送 製造 セメ
ント

製鉄 鉱業 化学 建設 不動
産

資本
財

食品
&

飲料

農業 製紙
&

林業

金融
業

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

気候変動

フォレスト

水セキュリティ

※ 2021年時



建設(CN)と不動産(RE)に関する質問
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CN RE 番号 詳細 概要

● ● 0.7 御社が携わるのはどの不動産および/または建設活動 ですか? 事業タイプに関して

● ● 6.6
御社は、新築プロジェクトまたは大規模改築プロジェクトのライフサイクル排出量を評価しますか? 建築物のライフサイ

クルでの排出量算定
について● ● 6.6a

御社の新築プロジェクトまたは大規模改築プロジェクトのライフサイクル排出量を評価する方法の詳細を記入し
ます。

● ● 6.6b
この3年の間に完了した御社の新築または大規模改築プロジェクトのに関する内包炭素排出量(embodied carbon 

emissions)データを記入できますか？

● ● 6.6c
この3年の間に完了した御社の新築または大規模改築プロジェクトに関する内包炭素排出量(embodied carbon 

emissions)データを記入します。

● ● 9.6
御社は、セクター活動に関連した低炭素製品またはサービスの研究開発(R&D)に投資していますか? 低炭素型製品（建築

物）への研究開発に
ついて● ● 9.6a

この3年間の不動産および建設活動に関する低炭素R&Dへの御社による投資の詳細を記入します。

● 9.9 御社はネットゼロカーボンビルディングを管理していますか? ネットゼロ建築物の
管理や建設に関して

● 9.9a
報告年の御社が管理しているネットゼロカーボンビルディングの詳細を記入します.

● ● 9.10
この3年間に御社はネットゼロカーボンとして設計された新築または大規模改築プロジェクトを完成させました
か?

● ● 9.10a
ネットゼロカーボンとして設計され、この3年間に完成した新築または大規模改築プロジェクトの詳細を記入し
ます。

● ● 9.11
ネットゼロカーボンビルディングを管理、開発、または建設する御社の計画を説明するか、行う予定がない理由
を説明します。

企業回答から該当箇所を探す際には、「セクターID」＋「質問番号」を使って見つけられます。（例：CN0.7、RE9.9）



CDPの情報開示システム（スケジュール）
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回答提出の締切
2022年サイクルの提出締め切りは2022年7月27日
これ以降に提出された回答は評価対象外となる

質問書の公表

評価基準の公表
回答要請の通知
回答システムのオープン

秋

スコアの公表
2021年の企業のスコア結果はこちらから見ることができる
回答要請を受けたにもかかわらず、要請に応じなかった企業はF評価

夏

春

年始

年末

回答の公開
企業によるCDP質問書への2021年の回答はこちらから閲覧可能
回答提出時に「非公開」が選択された回答は公開されない

最新の環境科学の反映や、より効果的な
データ収集等を考慮してCDPの質問書及び
評価基準は毎年見直されます

資料は順次こちらで公開されます
2022年

開示サイクル
は現在ここ

https://www.cdp.net/en/companies/companies-scores
https://www.cdp.net/en/search
https://www.cdp.net/en/guidance/guidance-for-companies


Aリスト企業アワード
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2022年1月19日にCDP日本事務局にて「Aリスト企業アワード」を開催（イベントの録画リンク）
2021年にA評価を受けた日本企業から、多くのCEO・社長の皆様よりビデオスピーチをいただきました

https://japan.cdp.net/events/scores-release


CDPの情報開示システム（情報開示の進歩）
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2000 2003

CDP設立

気候変動
質問書開始

2007

CDPサプライ
チェーン開始

2009

水セキュリティ
質問書開始

2011

CDPシティ
開始

2018

フォレスト
質問書開始

セクターに
特化した
設問の導入

質問書を
TCFD提言に整合

2022

生物多様性
に関する
モジュール
の追加

2025



CDPの情報開示システム（情報開示の進歩）
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2000 2003

CDP設立

気候変動
質問書開始

2007

CDPサプライ
チェーン開始

2009

水セキュリティ
質問書開始

2011

CDPシティ
開始

2018

フォレスト
質問書開始

セクターに
特化した
設問の導入

質問書を
TCFD提言に整合

2022

生物多様性
に関する
モジュール
の追加

2025

CDPは2021年に2025年までの戦略を発表（詳細リンク）

実現すべき世界：

2030年 2050年

GHG排出 半減 実質ゼロ

ネイチャー ネイチャーロスゼロ ネイチャーポジティブ

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/094/original/CDP_STRATEGY_2021-2025.pdf


1. CDPとは

2. 行動方針に賛同する意義

3. 取組事例

本日の内容



行動方針賛同する意義
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リーディング
テナント行動
方針に賛同

ビルオーナー
による取組の
加速

再エネ・省エネ
によりオフィス
スペースからの
GHG排出量の
削減

投資家や顧客
企業に評価さ
れる・選ばれ
る企業に

ネットゼロ社
会で繁栄でき
る企業に

本当にここにつながる？



CDP気候変動質問書（バリューチェーン協働）
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 気候変動問題に対して、迅速に取り組むために企業は様々なバリュー
チェーン上のステークホルダーを巻き込むことが不可欠

 CDP気候変動質問書では、バリューチェーンとの協働（エンゲージメ

ント）をしているのかを質問し、評価をつけている（協働していない
場合には、評価を落としてしまう）

 (C12.1) 気候関連問題に関してバリューチェーンと協働していま
すか?

 (C12.1d) バリューチェーン上のその他のパートナーとの気候関連
エンゲージメント戦略の詳細を示します

 「リーディングテナント行動方針」に参加することによって、こちら
にしっかりと回答できるようになり、評価に繋げることができる



CDP気候変動質問書（省エネ・再エネの推進）
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 脱炭素化を進めていく上で、省エネ・再エネの活用を広げていくことが重要

 CDP気候変動質問書ではエネルギーの消費について質問しており、消費エネ
ルギーとして、再エネが使われている場合に、評価につながる

 (C8.2a) 御社のエネルギー消費量合計(原料を除く)をMWh単位で報告してください。

 (C8.2e) C6.3で報告したマーケット基準スコープ2の数値においてゼロ排出係数ま
たニアゼロ係数で算定された電力、熱、蒸気、および/または冷却量に関する詳細
を記入します。（詳細リンク）

 CDP気候変動質問書ではその年の排出量削減の施策について質問しており、
実施している省エネや再エネの取組について回答することで評価につながる

 (C4.3a) 開発段階ごとのイニシアチブの総数、そして実施段階のイニシアチブにつ
いては、推定排出削減量 (CO2換算) をお答えください。

 (C4.3b) 報告年に実施されたイニシアチブの詳細を以下の表に記入します。

 「リーディングテナント行動方針」に参加し、入居しているビルでの省エネ
と再エネを推進することができれば、評価に繋げることができる

https://cdn.cdp.net/cdp-production/cms/guidance_docs/pdfs/000/000/415/original/CDP-Accounting-of-Scope-2-Emissions.pdf?1490781235


CDP気候変動質問書（排出量の削減）
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 遅くとも2050年までのカーボンニュートラルの世界を実現するために、
企業が自社の排出量を年々下げていくことは不可欠

 CDP気候変動質問書では、企業によるGHG排出量の推移が評価に反映

される（前年と比較して排出量が下がっていたり、削減目標について
「時間の経過率」に対し「削減の進捗率」が上回ると評価につながる）

 (C4.1a) 御社の排出量総量目標と、その目標に対する進捗状況の詳細を記入
してください。

 (C4.1b) 御社の排出原単位目標と、その目標に対する進捗状況の詳細を記入
してください。

 (C6.10) 報告年のスコープ1と2の合計総排出量を、単位通貨総売上あたりの
CO2換算トン単位で詳細を説明し、御社の事業に当てはまる追加の原単位
指標を記入します。

 (C7.9a) 総排出量(スコープ1と2の合計)の変化の理由を特定し、理由ごとに
前年と比較して排出量がどのように変化したかを示します。

 「リーディングテナント行動方針」に参加し、入居しているビルでのス
コープ2を削減することができれば、評価に繋げることができる



CDP気候変動質問書（排出量の削減）
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 遅くとも2050年までのカーボンニュートラルの世界を実現するために、
企業が自社の排出量を年々下げていくことは不可欠

 CDP気候変動質問書では、企業によるGHG排出量の推移が評価に反映

される（前年と比較して排出量が下がっていたり、削減目標について
「時間の経過率」に対し「削減の進捗率」が上回ると評価につながる）

 (C4.1a) 御社の排出量総量目標と、その目標に対する進捗状況の詳細を記入
してください。

 (C4.1b) 御社の排出原単位目標と、その目標に対する進捗状況の詳細を記入
してください。

 (C6.10) 報告年のスコープ1と2の合計総排出量を、単位通貨総売上あたりの
CO2換算トン単位で詳細を説明し、御社の事業に当てはまる追加の原単位
指標を記入します。

 (C7.9a) 総排出量(スコープ1と2の合計)の変化の理由を特定し、理由ごとに
前年と比較して排出量がどのように変化したかを示します。

 「リーディングテナント行動方針」に参加し、入居しているビルでのス
コープ2を削減することができれば、評価に繋げることができる

「リーディングテナント行動方針」の取り組みが

CDP評価にもつながることはわかるが、それを投

資家は本当に見ているのだろうか？ 投資家は企業

による脱炭素化に向けた動きに注目している？



投資家のCDP質問書への関心の高まり
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CDP署名投資家の増加 (投資家のリスト)

2020年 2021年 2022年

資産運用額106兆ドル超、
515を超える投資家がCDP
を通じた情報開示を要請

資産運用額110兆ドル超、
590を超える投資家がCDP
を通じた情報開示を要請

より多くの投資家が署名
機関となる見通し

「ノン・ディスクロージャー・キャンペーン」に参加する署名投資家の増加（関連サイト）

2020年 2021年 2022年

108社が参加
より多くの投資家が参加
することが見込まれる

168社が参加

CDPへの回答要請を受けても、要請に応じない企業に対して、回答するように個別に働きかける
CDP署名投資家向けのキャンペーン

https://www.cdp.net/en/investor/signatories-and-members
https://www.cdp.net/en/investor/engage-with-companies/non-disclosure-campaign


加速する金融市場での動き（排出量算定）
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 PCAF (Partnership for Carbon Accounting Financials) ：融資や投
資に伴う温室効果ガス(GHG)の排出量を測定し、開示することを
目的とした、業界主導の国際的な取り組み

 PCAFは2020年11月に金融機関向けのGHG測定方法の国際的な基
準の第1版を発表

 PCAFによる基準はGHGプロトコルのレビューも受けている

 2022年2月時点で、222もの金融機関が参加（参加機関リスト）

 参加している機関は3 年以内に融資や投資のポートフォリオに関
連する GHG 排出量を評価し、開示することが求められる

https://carbonaccountingfinancials.com/files/downloads/PCAF-Global-GHG-Standard.pdf
https://carbonaccountingfinancials.com/financial-institutions-taking-action#overview-of-financial-institutions


加速する金融市場での動き（排出量算定）
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 日本では、2021年6月にみずほ
グループとニッセイAMが初め
て参加し、2022年2月までに13

もの日本の金融機関が参加

 2021年11月には「PCAF Japan 

Coalition」が立ち上げり、今後
日本でPCAFがさらに広がって
いくことが想定される

出典：https://www.mizuho-

fg.co.jp/release/pdf/20211112_2release_jp.pdf



加速する金融市場での動き（目標設定）
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 SBTi (Science Based Targets Initiative)：気候変動による壊滅的な
影響を回避するため、企業による最新の科学に基づいたGHG削減
目標 (SBT) の設定を支援

 SBTiは金融機関向けのSBT（金融SBT）の要件を2021年４月に、
ガイダンスを2022年2月に発表

 金融SBTでは、金融機関は目標の対象として投融資活動に由来す
る間接的な排出 (スコープ3) を含めることが必須

 2022年2月時点で、119の金融機関が目標設定を約束し、11の金融
機関が目標を設定し、認定を受けている（リスト）

 日本からは以下の3社が目標設定を約束している

 MS&AD Insurance Group Holdings, Inc. Sompo Holdings, Inc. 

Tokio Marine Holdings, Inc.

https://sciencebasedtargets.org/resources/files/SBTi-Criteria-and-Recommendations-for-Financial-Institutions.pdf
https://sciencebasedtargets.org/resources/files/Financial-Sector-Science-Based-Targets-Guidance.pdf
https://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action


加速する金融市場での動き（目標設定）
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 金融機関向けの「短期的な」SBT基準は既に開発されているが、「長期的な」SBT（科学に基づいたネッ
トゼロ目標）基準は開発中

 2023年上旬の公開を目指している（関連リンク）

https://sciencebasedtargets.org/net-zero-for-financial-institutions#foundations-for-science-based-net-zero-target-setting-in-the-financial-sector


加速する金融市場での動き（ネットゼロイニシアチブ）
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イニシアティブ
(参加組織リンク)

設立 対象 日本の企業

Paris Aligned Investment 

Initiative (PAII) 

2019年5月 アセットオーナー

Net-Zero Asset Owner Alliance

(NZAOA)

2019年9月 アセットオーナー 第一生命, 明治安田生命, 日本生命, 住友生命

Net Zero Asset Managers 

initiative (NZAM)

2020年12月 アセットマネジャー アセットマネジメントOne, ＭＵ投資顧問, 日興アセットマネジメ
ント, ニッセイアセットマネジメント, 野村アセットマネジメント, 

三井住友トラスト・アセットマネジメント, 三菱UFJ国際投信株式
会社, 三菱UFJ信託銀行

Net-Zero Banking Alliance 

(NZBA) 

2021年4月 銀行 三菱UFJフィナンシャル・グループ,みずほフィナンシャルグルー
プ,野村ホールディングス,三井住友フィナンシャルグループ,三井住
友トラスト・ホールディングス

Net-Zero Insurance Alliance 

(NZIA)

2021年7月 保険会社 東京海上ホールディングス

Net Zero Financial Service 

Providers Alliance (NZFSPA)

2021年9月 金融サービス

Net Zero Investment 

Consultants Initiative (NZICI)

2021年9月 投資コンサル

全てのイニシアチブが2050年より前のスコープ3も含むネットゼロを目指しています

https://www.parisalignedinvestment.org/signatories/
https://www.unepfi.org/net-zero-alliance/alliance-members/
https://www.netzeroassetmanagers.org/signatories/
https://www.unepfi.org/net-zero-banking/members/
https://www.unepfi.org/net-zero-insurance/members/
https://www.netzeroserviceproviders.com/signatories/
https://www.unpri.org/download?ac=14620
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イニシアティブ
(参加組織リンク)

設立 対象 日本の企業

Paris Aligned Investment 

Initiative (PAII) 

2019年5月 アセットオーナー

Net-Zero Asset Owner Alliance

(NZAOA)

2019年9月 アセットオーナー 第一生命, 明治安田生命, 日本生命, 住友生命

Net Zero Asset Managers 

initiative (NZAM)

2020年12月 アセットマネジャー アセットマネジメントOne, ＭＵ投資顧問, 日興アセットマネジメ
ント, ニッセイアセットマネジメント, 野村アセットマネジメント, 

三井住友トラスト・アセットマネジメント, 三菱UFJ国際投信株式
会社, 三菱UFJ信託銀行

Net-Zero Banking Alliance 

(NZBA) 

2021年4月 銀行 三菱UFJフィナンシャル・グループ,みずほフィナンシャルグルー
プ,野村ホールディングス,三井住友フィナンシャルグループ,三井住
友トラスト・ホールディングス

Net-Zero Insurance Alliance 

(NZIA)

2021年7月 保険会社 東京海上ホールディングス

Net Zero Financial Service 

Providers Alliance (NZFSPA)

2021年9月 金融サービス

Net Zero Investment 

Consultants Initiative (NZICI)

2021年9月 投資コンサル

それぞれのネットゼロ金融イニシアティブが連携

金融機関を対象とした各ネットゼロイニシアティブをさらに束ね、
グローバルな金融業界が一体となって協調していくためにCOP26を機に

2021年にできた同盟

GFANZに参加している金融機関は45カ国からの450以上もの企業で、その
総資産額は130兆米ドルに及ぶ。そしてこの規模は今後も増えることが想定

される

加速する金融市場での動き（ネットゼロイニシアチブ）

https://www.parisalignedinvestment.org/signatories/
https://www.unepfi.org/net-zero-alliance/alliance-members/
https://www.netzeroassetmanagers.org/signatories/
https://www.unepfi.org/net-zero-banking/members/
https://www.unepfi.org/net-zero-insurance/members/
https://www.netzeroserviceproviders.com/signatories/
https://www.unpri.org/download?ac=14620


加速する金融市場での動き（情報開示）
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投資家は企業に対してCDPを通じた情報開示を求める一方で、自分たちも情報開示が求められている

投資家自身も、投資活動を由来する間接的な環境影響について、開示が求められ、その進
捗を見られ、スコアリングを受けている

 CDPでは金融機関向けの質問書を作成し、2020年より金融機
関向けに使用している

金融セクター企業のCDP評価では、「スコープ3排出」や
「バリューチェーンエンゲージメント」に関する質問に対し
て、他セクターの企業よりも高い重みづけが設定されている

 2022年の金融機関向けの質問書では、33もの金融セクター固
有の気候変動に関する質問が含まれている



加速する金融市場での動き（情報開示）
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 気候変動を含むESG基準を組み込んだ退職金制度の従業員への提供に関する質問

 気候関連のリスクと機会についてのポートフォリオエクスポージャー評価に関する質問

 顧客や投資先企業に対して求める気候関連の事項に関する質問

 気候関連のリスクにさらされている産業および/または活動に対する除外方針に関する質問

 ポートフォリオに対する気候関連の目標に関する質問

 顧客が気候変動の影響を緩和または適用を促す製品やサービスの提供に関する質問

 顧客または投資先企業に対する気候関連のエンゲージメント戦略に関する質問

 気候関連の問題に対する株主としての議決権行使に関する質問

 環境問題に関する枠組み/イニシアチブ/コミットメントへの署名や加盟に関する質問

 気候変動問題に対するポートフォリオによる影響（GHG排出量）の算定に関する質問

 ポートフォリオが1.5℃の世界に整合するために実施している取組に関する質問

2022年の金融機関向けのCDP質問書に含まれる、金融セクター固有の気候変動に関する質問

2022年 金融セクター向け気候変動質問書ガイダンス（リンク）

2022年から

2022年から

https://guidance.cdp.net/en/guidance?cid=30&ctype=theme&idtype=ThemeID&incchild=1&microsite=0&otype=Guidance&tags=TAG-13071%2CTAG-605%2CTAG-599


加速する金融市場での動き
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金融機関による投融資先を含めた取り組みは、今後一段とギアを上げて
加速していく

PCAF

ポートフォリオ排出量
の測定方法の明確化

金融機関は
測定を始める

金融SBT

ポートフォリオ排出量の
目標設定手法の明確化

金融機関は
目標設定を始める

GFANZ

金融セクター間の
グローバルな協働の始動

協働することで、個社
レベルではできないこ

とが可能に

金融向けCDP質問書

CDPを通じた
情報開示と評価

取組内容が毎年公表さ
れ、評価を受けるため、

熱心に取り組む

PCAFが測定方法の
国際基準を発表

2020年11月 2021年11月

PCAF Japan

Coalition 発足

2021年4月

金融SBT

要件公表

2022年2月

金融SBT

ガイダンス公表

2021年4月

GFANZ

発足
金融機関向け

CDP質問書開始

2020年

金融機関向け
CDP質問拡充

2022年



顧客企業による働きかけ
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弊社の投資家は環境
問題にあまり注目し
ていないようだし、
関係ないのかな

弊社はそもそも上
場していないので、
投資家の動きは関
係なさそうだな

投資家
働きかけ

企業
働きかけ

全ての企業はバリューチェーンを通じて繋がっている

たとえ御社が直接的に投資家からの働きかけを受けな
くても、御社の顧客企業に対応を求めていれば、御社
の顧客企業が御社に対応を求める



顧客企業による働きかけ
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CDPサプライチェーンメンバー企業の増加

2020年 2021年 2022年

購買力4兆ドルを超える150
のサプライチェーンメンバー
がCDPを通じた情報開示を
要請

購買力5.5兆ドルを超える
200以上のサプライチェーン
メンバーがCDPを通じた情
報開示を要請

より多くの企業がCDPサ
プライチェーンメンバー
となる見通し

これだけの企業が、サプライヤー企業に対し、CDPを通じた情報開示を要請し、回答結果を基
に、自社のスコープ3排出量やサプライヤー企業の取組を管理

SBTネットゼロ基準の公表

2021年10月に公表されたSBTネットゼロ基準の中で、対象とするスコープ3について、短期で
は67%以上とする一方、長期的には90%以上としなければならないことが明記された

これまで以上にバリューチェーンを巻き込んだ取組が加速することが想定される

https://sciencebasedtargets.org/resources/files/Net-Zero-Standard-Criteria.pdf


顧客企業による働きかけ

51

サプライヤーへの働きかけの重要性を背景に、2022年のCDP気候変動質問書では、サプライヤー・
エンゲージメントに関する質問を拡充（以下、2022年より追加された質問）

 (C12.2)御社の購買プロセスの一環として、サプライヤーに求める気候関連の事項はありますか？

 (C12.2a) 御社の購買プロセスの一環としてサプライヤーに求める気候関連の事項と、実施されているコンプ
ライアンス・メカニズムの詳細を記入してください

質問となり、回答が公開され評価がされる状況ができたことで、企業にこれまで以上にサプライヤー
エンゲージメントに考え、行動に移すことが期待される



ネットゼロ経済への移行
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世界のGHG排出量 74.2%

をカバーする国が既に実質
排出ゼロを掲げている

（2022年2月時点）

出典：https://www.climatewatchdata.org/net-zero-tracker



ネットゼロ経済への移行
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I believe the decarbonizing of the global economy is 

going to create the greatest investment 
opportunity of our lifetime. It will also 
leave behind the companies that don’t adapt, 
regardless of what industry they are in. 

Every company and every industry will 
be transformed by the transition to a net zero world. 
The question is, will you lead, or will you be led?

BlackRock：米国の世界最大の資産運用会社
2022年1月時の運用資産は10兆米ドル以上

出典：https://www.blackrock.com/corporate/investor-

relations/larry-fink-ceo-letter



ネットゼロ経済への移行
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I believe the decarbonizing of the global economy is 

going to create the greatest investment 
opportunity of our lifetime. It will also 
leave behind the companies that don’t adapt, 
regardless of what industry they are in. 

Every company and every industry will 
be transformed by the transition to a net zero world. 
The question is, will you lead, or will you be led?

BlackRock：米国の世界最大の資産運用会社
2022年1月時の運用資産は10兆米ドル以上

出典：https://www.blackrock.com/corporate/investor-

relations/larry-fink-ceo-letter

投資家や顧客企業に選ばれていくために、自社の
GHG排出量を下げる重要性は理解できるのだが、

自社で独自に取り組んでいけばいいのでは？

「リーディングテナント行動方針」を通じて取り
組む必要性は？



行動方針に賛同する意義
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環境省・事務局に取りまとめているため、個社単位で実施する作業が減り、
効率がいい

複数の声を集めることで、「環境配慮型の建物は需要が高く、大きなビジネ
ス機会である」ということをビルオーナーに認識してもらう

 ZEBの建設は巨額の初期投資が必要となるため、「大きなビジネス機会で
ある」ということを理解してもらうことが不可欠。一社一社の声では需要
のシグナルが伝わりにくい

ビルオーナーを巻き込んだ取組により、再エネの需要が高まることで、より
再エネを調達しやすい社会システムの構築が促され、より安価に質の高い再
エネを調達できる未来が近づく

 2021年のRE100の分析の中で、日本は「コスト」や「供給量」といった
観点から、世界で最も再エネ調達の難しい市場の１つとして特定されてい
る
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RE100メンバーを対象とした2021年の調査結果（リンク）

https://www.there100.org/stepping-re100-gathers-speed-challenging-markets


行動方針賛同する意義
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リーディング
テナント行動
方針に賛同

ビルオーナー
による取組の
加速

再エネ・省エネ
によりオフィス
スペースからの
GHG排出量の
削減

投資家や顧客
企業に評価さ
れる・選ばれ
る企業に

ネットゼロ社
会で繁栄でき
る企業に

 CDPの評価につながる

投資家や顧客企業はこれまで以上に、御社の
取り組みに注視している

複数の声を集めることで、大きな力を発揮



1. CDPとは

2. 行動方針に賛同する意義

3. 取組事例

本日の内容
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芙蓉総合リース株式会社の事例（リンク）

アストラゼネカ社の事例（リンク）

野村不動産ホールディングス株式会社の事例（リンク）

セガサミーホールディングス株式会社の事例（リンク）

テナント企業による取組事例

http://www.sumitomo-rd.co.jp/uploads/20210309_release_hukushimaken-namietyou-RE100dounyuu.pdf
https://www.astrazeneca.co.jp/media/press-releases1/2021/2021051702.html
https://www.nomura-re.co.jp/cfiles/news/n2022020101969.pdf
https://www.tepco.co.jp/ep/notice/pressrelease/2021/1650225_8666.html


テナント企業による取組事例（セガサミーホールディングス）
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 セガサミーホールディングス(テナント)、住友不動産
(ビルオーナー)、東京電力エナジーパートナーによる協
働

 「追加性のある再エネ」を、セガサミーホールディン
グスの専有部に2021年12月より導入

 再エネの購入が新たな再エネ電源の開発を促し、日本
の再エネ電源総量の増加に直接貢献することを重視し
て、スキームを構築

 小規模の太陽光発電設備を中心に複数新設し、太陽光
由来の電気と環境価値をセガサミーホールディングス
に提供する。太陽光発電でまかなえない夜間等は、非
化石証書を活用することで、使用電力を実質的に100％
グリーン電力化

 環境保全や更なるCO2排出量の削減に向けて、セガサ

ミーホールディングスが住友不動産に協力を要請した
ところから、本取組が始動

出典：https://www.tepco.co.jp/ep/notice/pressrelease/2021/1650225_8666.html



参考資料



なぜCDPに情報開示をするのか

 常に最新のフレームワーク：国際的なイニシアティブや
ユーザーからのフィードバック、最新の環境科学 等を反映し、
毎年見直し

 回答作業を通じて、自社の状況を振り返り、新たな気づ
きを得られる

 時代遅れな情報開示にならない

 スコアリング基準：環境の取組に関するベストプラクティス
を基に、スコアリング基準を作成。スコア発表の際には、スコ
アレポートを提供

 自社の現状とスコアリング基準の違いを知ることで、何
が足りていないのかを理解する

 充実したサポート：CDPを通じた情報開示のための各種ガイ

ダンス資料や解説ウェビナーを提供し、質問受付の日本語の窓
口を設置 (Japan@cdp.net)

 CDPを通じた質の高い情報開示が可能

 多くの回答者：自社と同じ質問に答えている企業が数
多くおり、2021年には13,000を超える企業がCDPに回答

 同じCDP質問書に回答している(比較可能性) 同業他

社の回答から学び、自社の取り組みを改善すること
ができる

 互いの回答から学び合う中で、コラボレーションの
きっかけにもなる

 多くのデータ利用者：2021年は590を超える投資家
(投資運用額110兆ドル)、200を超える購買企業 (購買力
5.5兆ドル) がCDPを通じた情報開示を要請。また
BloombergやGoogle Finance等でも掲載

 CDPに回答するだけで、世界各地の数多くの金融機
関・顧客に情報を開示

 各種の国際的イニシアティブ（SBTやUN Race To 

Zero、RE100、NZAM等）への報告

CDPへの回答を通じて「選ばれる組織」になる
62



CDPで高評価となる回答の特徴
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 空白がなく網羅的に質問に回答している

 下のレベル（情報開示レベル）で点を取れていることが、上位レベルで評価を受けるための前提

 １つの分野のみに注力し、情報を開示しても、高評価にはつながらない

 先進的な取り組みができている

 例：CEOによる環境問題の監督、積極的な再エネの活用、野心的な目標の設定 (SBT)、サプライ
ヤーとの協同

 前年からの改善がみられる

 例：前年からGHG排出量や取水量の減少、目標に対する順調な進捗

 一般論ではなく、自社の文脈で具体的で、定量的な情報も含めた回答されている

 例：どういう背景のもとで、いつ、どこで、どれくらいの規模で何をやって、その結果どうなっ
たのか

 高評価を得るためには、具体的に記載できるような取り組みを実際に起こし、この行動について
ちゃんと管理（定量的な把握）をしていることが不可欠

 回答間の矛盾がない / 正確な報告がなされている

 例：総排出量が100tCO2eとなっているのに、活動している国別に排出量を分けて回答する質問で、
国別排出量の合計値が100tCO2eとかけ離れた値になっていると減点
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CDPジャパンでは、ニュースレターの配信(不定期)を2021年春より開始しまし

た。イベントやレポートに関する最新の情報を提供しておりますので、ぜひご登

録ください。

送付したレターが迷惑メー

ルフォルダーに入ってしま

うケースも報告されており

ます。ご注意ください。

お問い合わせは、

press.japan@cdp.net まで

ご連絡ください。

CDPニュースレターのご案内

ご登録フォームリンク

https://cdp-jp.net/1623216215


CDPが提供している主な資料（リンク集）
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英語での情報提供（最新 / 公式情報）

 CDPスコア

 公開回答の閲覧

 よくあるご質問

 質問書ガイダンス

日本語での情報提供（参考情報）

 よくあるご質問

 日本事務局による報告書・結果分析

 日本事務局によるイベント情報

 質問書ガイダンス

 質問書に関するウェビナー動画

https://www.cdp.net/en/scores
https://www.cdp.net/en/responses?utf8=%E2%9C%93&queries%5Bname%5D=
https://www.cdp.net/en/companies-discloser/how-to-disclose-as-a-company/faqs-for-companies
https://www.cdp.net/en/guidance/guidance-for-companies
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/004/571/original/20210511FAQ.pdf
https://japan.cdp.net/
https://japan.cdp.net/events
https://japan.cdp.net/disclosure/companies-discloser
https://japan.cdp.net/disclosure-support


CDPジャパン事務局
Address:東京都千代田区大手町2-2-1新大手町ビル3階

Tel: +81 (0)3 6225 2232

www.cdp.net/ja/japan（日本語サイト）

Contact email address:
japan@cdp.net


